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平成２１年度業務実績評価調書：独立行政法人航空大学校 
 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 

 

項      目 評 定 
結 果 評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画
 
１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

 

 
（１）組織運営の効率化 
    ・常勤職員を中期期間中に約

１０％程度削減する。 
 

①整備業務の民間委託を継続
及び整備管理業務の一部の
民間委託等を図る。 

   
 
②運航管理業務のうち一部の

民間委託等を図る。 
   

 
③事業運営の合理化・適正化

を図ることによる管理業務
の精査・見直しを実施する。 

 
（１）組織運営の効率化 

・業務の見直しを行い、常勤職
員を２名削減 

 
①整備業務の民間委託継続し

、生産管理業務を中心に整
備管理業務の一部の民間委
託等を推進する。 

 
②運航管理業務の一部につい

てさらに民間委託化するこ
とにより、同業務の効率化
を推進する。 

 
  ③継続して内部事務の簡素化

、集約化により、管理業務
の効率化を図る。 

 
（Ｓ） 

 

 
各業務について、以下のとおり効

率化を図るための見直しを行ってお
り、中期目標の達成に向け常勤職員
２名が削減されている。 
 
①整備管理業務において、発動機・

プロペラなどの時間管理部品につ
いて、修理作業発注から完了後の
保管までを委託することにより効
率化が図られ、常勤職員１名の削
減が図られている。 

 
②運航管理業務の一部について、民

間委託化等を推進するため、契約
職員へ業務の移行を行い、常勤職
員１名の削減が図られている。 

 
③入学試験職務適性に係る分析・評

価に係る一般競争について、総合
評価落札方式を導入することによ
り、委託先の審査業務の効率化等
が図られている。 

・厳しい要員体制の中で、安全の
確保を図りつつ、業務内容の見直
し等を行い、常勤職員の2名削減
を行ったことは評価できる。 
 

 

 
（２）人材の活用 
   内部組織の活性化を図り、業 

務運営の効率化を推進するた 
め、職員の約１０％程度につ
いて、国または大学、民間等
と人事交流を行う。 

 

 
（２）人材の活用 

内部組織の活性化を図り、業
務運営の効率化を推進するた
め、職員の１０％程度につい
て、国または大学、民間等と
人事交流を行う。 

 
 

（Ｓ） 
 

 
 

内部組織の活性化を図り、業務運
営の効率化を推進するため、職員の
約１８％（２１名）について、国等
との人事交流が行われている。 

・計画を大幅に上回る人事交流が
実施され、組織の活性化と人件費
抑制を図ったことは評価できる。 
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項      目 評 定 
結 果 評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画
 
（３）業務運営の効率化 

① 教育・訓練業務の効率化 
    イ 学科教育 
     ・宮崎学科課程の教育時間

を現行の735時間から
510時間程度に短縮す
る。 

   ・多発・計器課程は現行の
205時間から150時間 

 程度に短縮する。 
     ・宮崎学科課程の養成期間

6ヶ月から4ヶ月に短縮
する。 

 
    ロ 実科教育 
   ・多発・計器課程において

は現行の６５時間から70
時間に充実させる。 

・多発・計器課程の養成期
間を６ヶ月から８ヶ月に
延長する。 

 
（３）業務運営の効率化 

①単発事業用課程（帯広・宮
崎）も含めた新シラバスに
ついて、全体を見渡してシ
ラバスの評価を行いさらに
効果的・効率的なシラバス
の検討を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

（Ｓ） 
 

 
 
①学生へのアンケート調査を継続的

に実施しており、検証にあたって
はそれを踏まえた評価を行い、シ
ラバスの高質化に努めている。 
単発事業用課程における新シラバ
スの検証を行い、単発事業用課程
修了における最終技能審査の見直
しにより、最終技能審査細部実施
要領を改定し、技能審査の合理化
を図っている。 

 さらに単発事業用課程において、
従来の時間ベースから仕上がりベ
ースの技量の見極めに移行を図る
ため、150時間以上であれば最終
技能審査が受検できるように教育
規程の改定を行い訓練の効率化と
質の向上が図られている。 

 

 
 
・新シラバスの実施と効果の検証
を行うことによって、教育方法の
改善を教育の質的成果に結び付
けるように努力していることは
評価できる。 
・単発事業用課程修了時の技能審
査要件の飛行訓練時間見直しを
行うことによって、教育・訓練業
務の合理化とともに、質の向上も
図られたことは評価できる。 
・シラバスにおいて、ＰＤＣＡサ
イクルが実施されていることは
評価できる。 
 

 

 
  ② 教育支援業務の効率化 
   イ 運用業務の効率化 
   ・国土交通省の運用する新

ＣＡＤＩＮシステムを計
画的に導入し、有効活用
することにより運航管理
業務の効率化を図る。 

 
   ロ 整備業務の効率化 
   ・大学校と訓練機の整備委

託先等との間をオンライ
ン化し、整備管理情報等
の共有化を推進すること
により、整備業務の効率
化を図る。 

 
 

 
② 教育支援業務の効率化 

イ 運用管理業務の効率化を
図るため、規程類の電子化
に着手する。 

 
 
 

ロ 飛行時間管理及び整備作
業指示についての業務をオ
ンライン化しソフトウエア
の整備を図る。 

（Ａ） 
 

 
② 教育支援業務の効率化 

イ 「運用業務処理規程」の電子
化に着手している。 

 
ロ 機体毎の飛行時間管理及び重

装備品等の時間管理について
オンライン化を行い、また、
計画書のオンライン化が実施
できるよう整備を行い業務の
効率化が図られている。 
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項      目 評 定 
結 果 評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画
 

③ 一般管理費の縮減 
一般管理費（人件費、公租
公課等所要額計上を必要と
する経費及び特殊要因によ
り増減する経費を除く。）
について、本中期目標期間
中に見込まれる当該経費総
額（初年度の当該経費相当
分に５を乗じた額）を６％
程度抑制する。 

 
③ 一般管理費の縮減 

一般管理費（人件費、公租公
課等の所要額計上を必要とす
る経費及び特殊要因により増
減する経費を除く。）につい
て、１８年度予算額に対し18
年度当該経費相当分から９％
程度抑制する。 

   
（Ａ） 

 

 
③一般管理費について、平成１８年

度予算の当該経費相当分から９％
以上の抑制が図られている。 

  
 
 

 
④ 業務経費の削減 

業務の効率化等により業務
経費（人件費、公租公課等
の所要額計上を必要とする
経費及び特殊要因により増
減する経費を除く。）につ
いて、本中期目標期間中に
見込まれる当該経費総額（
初年度の当該経費相当分に
５を乗じた額。）を２％程
度抑制する。 
 

 
 
 

  
④ 業務経費の削減 

業務経費（人件費、公租公課
等の所要額計上を必要とする
経費及び特殊要因により増減
する経費を除く。）について、
１８年度予算額に対し１８年
度当該経費相当分から３％程
度抑制する。 

（Ａ） ④業務経費について、平成１８年度
予算の当該経費相当分から３％以
上の抑制が図られている。 

 

  

  
⑤ 教育コストの分析・評価 

教育業務及び教育支援業務
に係る経費の分析・評価を
行い、コスト構造を明確化
することにより教育コスト
の抑制に努める。 

  
⑤ 教育コストの分析・評価 

コスト構造の明確化を図るた
め分析・評価に資するデータ
を蓄積するとともに、より適
切な分析・評価手法を検討す
る。 

 
（Ａ） 

 

 
⑤各校毎の教育業務経費と教育支援

業務経費の比率を比較し、データ
を蓄積して、各校の項目別の経費
の推移を比較するなど、教育コス
トの分析・評価手法について検討
が行われている。 
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項      目 評 定 
結 果 評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画
 
２．国民に対して提供するサービス 

その他の業務の質の向上に関する
事項を達成するためとるべき措置 

 
 

   

 
（１）教育の質の向上 
 ①  航空会社と積極的に意見

交換等を行い、エアライン
パイロットに求められる知
識・技能等を把握する。ま
た、エアラインパイロット
経験者を招聘し、教育内容
及び教育体制等の充実を図
る。 

教育従事者に対して定期
的に教育技法等の向上のた
めの研修を実施し、操縦教
官については技能審査を毎
年１回実施する。 

 
 
 
 
 
 

 
（１）教育の質の向上 

①・航空会社との意見交換会を
年１回以上実施し、エアラ
インパイロットに求められ
る知識・技能を把握する。

・エアラインパイロット経験
者を教官として招聘する。

・面接技法等に係る研修や各
種セミナーに参加すること
により教官研修の充実を図
る。 

・操縦教官の技能審査を各人
１回実施する。 

 
 

（Ａ） 
 

 
①・各校毎に航空大学校の卒業生と

の意見交換 (平成２１年４月、
５月、６月) を実施するととも
に、航空会社の運航乗務員等と
の意見交換(平成２１年７月)を
行い、教育内容等の充実に努め
ている。 

 ・エアラインパイロット経験者を
教官として招聘し、エアライン
における実運航に基づく知見を
教官及び学生に教授している。

 ・今後創設される新たな技能証明
の資格であるMPL（Multi Crew
Pilot License）について、航空
会社と意見交換を行っている。

・小型機航空安全セミナーに教官
を参加させている。 

・全操縦教官に対して定期技能審
査を実施して教育技能の向上、
標準化に努めている。 

 

 

② 操縦技量進度の遅れた学生

に対して実施する追加教育の

上限時間数を、現行の事業用

課程及び多発・計器課程で各

１０時間から、それぞれ教育

規程上の標準教育時間の２０

％まで拡大する。 

また、追加教育の効果的か

つ効率的な実施方法等につい

て検討を行い、教育に反映。 

 

 

② 追加教育の上限時間数を標

準教育時間の２０％まで拡大

した効果について引き続き検

証を進めるとともに、追加教

育のより効果的な実施方法等

について教育課題検討会での

検討を継続する。 

 

（Ａ） 
 

②追加教育の効果について、追加教

育のより効果的な実施方法等につ

いて教育課題検討委員会を中心に

検討を継続し、特に進度の遅い学

生に対して、フェーズの早い段階

から追加教育を最大限活用するこ

とが技能審査不合率を減少させ、

結果として学生の技能の平準化に

効果があることの結論が得られ

た。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

③ 以下の調査・研究を実施し

その成果を教育・訓練に反映

させることにより、質の向上

及び効率化等を図る。 

 

 

イ 航空機の運航に関する基

礎的研究 

 

ロ 座学及びフライト課程に

おける標準的な教育内容・

手法及びその評価法に関す

る調査・研究 

 

ハ 国内外の主要な乗員養成

機関等を対象に操縦士養成

に関する実態調査・研究 

 

 

 

 

 

③ 教育の質の向上及び効率化

等を図るため、以下に掲げる

調査・研究を計画的に推進し

、その成果を教育・訓練等に

反映させる。 

 

イ 小型航空機を中心とした

航空機運航に関する基礎的

研究を継続して進める。 

 

ロ 新シラバスによる教育の

検証を継続しつつ、標準的

な教育内容・手法・評価法

に関する研究を進める。 

 

ハ 国内外の乗員養成関連機

関等に教職員を派遣し、乗

員養成の実態調査を継続し

て行う。 

 

 

 

 

（Ｓ） 
 

③教育の質の向上及び効率化等を図

るため、以下の調査・研究を計画

的に推進し、その成果を教育・訓

練等に反映させている。 

イ 「訓練機の基礎特性に係る情

報集積ｼｽﾃﾑに関わる研究」に

ついて、中間報告を行うとと

もに、ｻﾝﾌﾟﾙﾃﾞｰﾀの蓄積など情

報収集ｼｽﾃﾑ構築においての課

題提起を行った。 

  教育技法の向上のため、最大

性能が得られるよう性能評価

のための研究飛行を行い、そ

の成果を研究論文として取り

まとめている。 

ロ 単発事業用課程について、こ

れまで蓄積された経験を踏ま

え、教育内容・手法・評価法

も含めｼﾗﾊﾞｽの変更を行った。

今後、検証が行われる。 
ハ 米国ﾌﾗｲﾄ・ｾｰﾌﾃｨ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

社に教官を派遣し、乗員養成

に係る実態調査が行われてい

る。特に身体要件に関しては

、調査結果を受けて身長要件

の見直し（163→158cm以上

）を行っている。JALﾅﾊﾟ訓練

所においては実機飛行に関す

る調査、さらにJALﾃｸﾆｶﾙｾﾝﾀ

ｰにおいてはMulti Crew Co-
    Operationに係る予備研修を

受講している。 
 

・乗員養成に関わる実態調査を基

に、入学志願者の身長要件を見直

したことは、受験者の増加につな

がり評価できる。 

また、安全委員会での蓄積したパ

イロットレポート等のデータを

用いて、いち早く安全管理システ

ムを導入するための分析・評価の

試行を行っていることは評価で

きる。 

・教育の質の向上及び効率化を図

るための調査・研究の成果を教育

・訓練シラバスの変更や受験生の

募集に反映させるなど、積極的な

取り組みは評価できる。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

 

ニ 乗員養成の基礎訓練課程

に係る国際民間航空機関（

ＩＣＡＯ）等の国際基準に

関する調査・研究 

 

 

 

ホ ヒューマンファクター問

題への対応を含む航空安全

に関する調査・研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 乗員養成の基礎訓練課程

に係る国際基準について、

調査研究を継続して進める

。 

 

ホ 航空大学校を含む過去の

事例等を活用した操縦士に

係るヒューマンファクター

及び運航安全に関する調査

・研究を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 
（前頁に記載）

 

 
 

 

 

ニ 海外のＭＰＬ導入状況に係る

研究報告及び航空大学校にお

けるＣＢＴ(Competency 
Based Training)の導入に係

る研究報告が取りまとめられ

刊行されている。 
 

 
ホ 安全委員会において、パイロ

ットレポート等のデータが蓄

積され、安全管理システム 
（SMS：Safety Management 

System）の導入に向けて分

析・評価の試行が行われてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ コンピューターやインター

ネット等を活用した教育機材

及び教育施設等を計画的に整

備し、効率的かつ効果的な自

主学習環境を充実させる。 

 

 

 

④ コンピューターやインター

ネット等を活用した座学の充

実、教育機材及び教育施設等

の整備を推進する。 

 

 

 
 

 

（Ａ） 
 

 

④航空無線通信士の国家試験受験に

対応した自主学習用の教材を作成

し、学生が入学前からホームペー

ジを通じて学習できるように整備

が行われている。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

 

⑤ 年間の養成学生数７２名（

ただしカリキュラム移行期に

あたる平成１８年度の入学者

は５４名）とする。 

資質の高い学生を確保する

ため、募集にあたっては従来

のポスターや雑誌等による広

報手法に加え、インターネッ

ト等の媒体を有効活用した広

報活動を展開し、受験者数の

拡大に努める。また、航空会

社等と情報交換しつつ現行の

入学試験（学力試験、適性試

験等）の内容及び実施方法等

について継続的に評価を行い

、その結果を入学試験制度に

反映する。 

 

 

 

⑤ 年間養成学生数を７２名と

する。 
資質の高い学生を確保する

ため、ポスターや雑誌等の媒

体を活用した広報活動を展開

するとともに、ホームページ

等を活用した情報提供を継続

する。また、航空会社の採用

担当者等と情報交換を行いつ

つ、入学試験の内容及び実施

方法等を継続的に検証する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ｓ） 
 

 

⑤平成２１年度の年間養成学生数は

７２名を確保している。 

平成２２年度入学生から段階的に

授業料が値上げされることで受験

生の減少が懸念されたが、受験者

拡大に向けたこれまでの継続的な

広報活動に加え、より効果的な情

報提供を可能とするため校内プロ

ジェクトチーム主導によるホーム

ページの改善など広報業務の充実

に努めた結果、受験者数はほぼ例

年並みの６３３名が確保された。

航空会社の採用担当者等と情報交

換を行い、22年度入学試験から身

体検査合格基準（視機能）の一部

緩和を実施し、それにより三次試

験の受験者数の拡大が図られ、よ

り資質の高い学生の確保が図られ

た。また、23年度入学の応募に向

け、身長基準を見直し、受験生の

更なる確保が図られている。 

その他、平成１７年度から導入し

た総合適性試験（筆記による操縦

士適性試験）の有効性に関し、当

該成績と入学後の成績において一

定の相関は得られたが、引き続き

有効性について検証が行われてい

る。 

 

 

 

 

・授業料の値上げによる受験者

数の減少懸念にもかかわらず、

広報活動、ホームページの改善

等の取り組みを積極的に行い、

受験生の拡大に向けた対策を講

じ、例年並みの志願者数を確保

したこと、また、視機能に関わ

る合格基準を緩和したことによ

り、三次試験受験者の大幅な増

加を図るなど、あらゆる角度か

らの検討により、より資質の高

い72名の学生を確保できたこ

とは評価できる。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

 

（２）航空安全に係る教育等の充 

実 

 

 

 

    

① 安全運航の確保を業務運営

上の最重要課題として位置

付け、理事長のリーダーシ

ップの下で安全推進方針を

策定するとともに、これに

基づく安全業務計画を事業

年度毎に作成し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）航空安全に係る教育等の充

実 

   

 

 

 

① 安全運航の確保を業務運営

上の最重要課題として、総合

安全推進方針に基づき平成２

１年度安全業務計画を作成し

、各校の安全委員会を中心に

学生及び教職員等の安全意識

向上のための活動を推進する

。 

 また、訓練機の事故等を想定

した航空事故処理訓練を各校

において年１回実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ） 
 

 

 

 

 

①平成21年度安全業務計画に基づ

き、安全運航を確保するために、

毎月安全スローガンを掲げ、安全

委員会を中心に学生及び教職員等

の安全意識向上のための活動を推

進している。 

また、宮崎本校、帯広分校合同で

航空事故処理訓練が実施されてい

る。仙台分校においても航空事故

処理訓練が実施されている。 

その他、各校とも空港が行う消火

救難訓練に参加している。 

平成２１年10月に鹿児島空港で

訓練機が胴体着陸する事故が発生

したが、再発防止に向け、速やか

に訓練機の特別点検を実施すると

ともに、全教官・学生に対する安

全教育等を実施し、地元等への説

明が行われている。速やかな対応

により学生訓練への影響を最小限

にとどめている。今後は、運輸安

全委員会による原因究明を待ち適

宜対策を見直すこととしている。

また、中長期的な対策の一環とし

て、安全運航の確保のため、平成

22年度の安全管理システムの導

入に向け、安全管理規程を整備し

ている。 

  

 

 

 

・胴体着陸という事故の発生は重

く受け止めなければならないが、

訓練機の事故に対しては迅速な

対応をとり、あらゆる再発防止の

対策を講じるとともに、地元等へ

の説明を行い、訓練を再開し、学

生訓練への影響を最小限に抑え

たことは評価できる。評定は「Ａ

」と判断。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

② 総合安全推進会議において

安全監査プログラムを策定し

訓練機の運航に係る安全監査

を年１回実施する。 

 

② 総合安全推進会議の策定し

た安全監査プログラムに基づ

き、訓練機の運航に係る安全

監査を年１回実施する。 

 

 

（Ａ） 
 

②総合安全推進会議は、安全監査

プログラムを策定し、これに基づ

き本校及び分校に対し安全監査を

実施している。（帯広10月、仙台

12月、本校22年2月） 

 

③ 学生に対する安全教育を飛

行訓練に移行する前から開始

する。過去の事故例から航空

事故と人的要素の関わり等を

教示するなど、航空安全につ

いての教育を飛行訓練開始前

１０時間、飛行訓練開始後４

０時間実施する。 

③ 引き続き飛行訓練移行前か

ら航空安全として計画的に学

生に対する安全教育（宮崎学

科課程１０時間、帯広フライ

ト課程２０時間、宮崎フライ

ト課程１０時間及び仙台フラ

イト課程１０時間）を実施す

る。 

 

（A） 
 

③シラバスに基づき航空安全につい

ての教育を施している。 

 

 

 

 

④ 学識経験者、航空事故調査

官等の外部講師による役職員

への安全教育を毎年１回実施

する。また、訓練機の安全運

航の確保に係る調査・検討を

行うとともに、安全情報の周

知・徹底等を図るため、各校

において安全委員会を毎月１

回実施する。 

 

④ 組織全体の安全意識の向上

を図るため、外部講師による

役職員への安全教育を年１回

実施する。また、各校におい

て安全委員会を月１回開催し

、訓練機の安全運航の確保に

係る調査・検討及び安全情報

の周知徹底等を図る。 

 

（Ａ） 
 

④JALの操縦教官を講師として宮崎

本校に招き、「SMSの概要とJAL

の現状」についての講演の視聴に

より役職員及び学生に対し安全教

育が実施されている。（22年2月）

併せてテレビ会議システムを活用

して各校でも聴講されている。

SMSの導入に向けた検討を更に

進めることができ、安全情報の分

析・評価に係る試行が行われてい

る。 

各校において安全委員会を毎月開

催し、訓練機の安全確保に係る活

動を推進している。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

 

 

 

 
 教職員をＪＡＬ航空安全啓発センタ

ー及びＡＮＡグループ安全教育セン

ターに派遣し、安全意識の更なる向上

のための安全研修を行っている。 

「北海道道東空港合同航空管制技術

交流会」に帯広分校の操縦教官を派遣

し、安全情報の入手及び交換を行って

いる。 

その他、安全運航に資するため、各校

において、管制官、運航情報官との意

見交換が実施されている。 

 

 

 

（３）航空技術安全行政への技術

支援機能の充実 

① 国の操縦職員等の技量保持

訓練、資格取得訓練等に適切

に対応する。 

（３）航空技術安全行政への技術

支援機能の充実 

① 国の訓練計画に対応し、国の

操縦職員等の技量保持訓練、資

格取得訓練等を実施する。 

 

 

（Ａ） 
 

 

 

①国の訓練計画に対応し、航空局航

空従事者試験官9名の技量保持訓

練を実施している。 

 

  

  

 

② 国土交通省との連携をより

強化するとともに、乗員養成

や航空安全に関する調査・研

究等の業務を通じて得られる

知見及び技術力等を、航空技

術安全行政における規制・基

準の策定や評価の場へフィー

ドバックする機能の充実を図

る。 

 

 

② 航空技術安全行政のニーズ

に即した調査・研究を推進す

るとともに、航空大学校の知

見及び技術力等を行政にフィ

ードバックする機能の充実を

図るため、随時、国土交通省

との間で意見交換を行い、連

携強化に努める。 

 
 

 

 

（Ｓ） 
 

 

②ICAOの基準において2010年11

月から操縦士養成機関に対して導

入が義務付けられている安全管理

システム（SMS）について、ICAO

のマニュアルの調査を行い、「操縦

士養成機関連絡会議」において操縦

士の養成を行っている使用事業者、

私立大学や国土交通省航空局に説

明を実施している。 

また、航空局が主催する「航空機の

操縦士技能証明制度の在り方検討

会」に役職員を派遣し、操縦士技能

証明に係る新しい制度の検討に貢

献するなど、連携強化が図られてい

る。 

 

・ICAOのマニュアルの調査で得

られたＳＭＳに関する知見を操

縦士養成機関連絡会議において

情報提供するなど、ＳＭＳの導入

にも貢献しており、国土交通省を

含め関係機関との連携強化が図

られ、行政へのフィードバックが

積極的に行われていることは評

価できる。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

（４）成果の活用・普及 

① 乗員養成に係る標準的な教

育機材や教育・訓練シラバス

の提供、標準的な教授方法に

関する指導及び事故防止対策

等の安全管理手法の指導等を

通じ、民間操縦士養成機関の

育成・振興を図る。 

 

 

（４）成果の活用・普及 

① 乗員養成に係る標準的な教

育機材の作成を進めるととも

に、操縦士養成機関連絡会議

を引き続き主催し、これまで

に培った乗員養成に係るノウ

ハウ等を積極的に外部へ提供

することにより、民間操縦士

養成機関の育成・振興を図る。

 

 

（Ａ） 
 

①操縦士養成機関連絡会議を開催し

、民間操縦士養成機関の育成・振

興を推進するため情報交換等が行

われている。 

 その他、学科試験問題検討委員会

への委員派遣、社団法人日本航空

機操縦士協会主催のシンポジウム

へのパネリスト派遣、気象庁帯広

空港出張所での講義なども行われ

ており、また、教官養成ハンドブ

ックの編集も手がけている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 航空思想の普及、啓発 

  ・空の日 

  ・航空教室   年４回程度 

  ・市民航空講座 年２回程度 

 

 

 

② 航空思想の普及・啓発 

  ・空の日 

  ・航空教室   年４回程度

  ・市民航空講座 年２回程度

 

 

 

（Ｓ） 
 

 

②各校において、「空の日」行事が

実施されている。また、「航空教

室」（１５回）や「市民航空講座」

（９回）を実施し、目標を超える

成果をあげている。さらに、稚内、

福岡及び大分の各空港で開催され

たスカイフェスタにも参加して、

航空思想の普及、啓発や地域との

融和に努めている。 

 

 

・計画を上回る回数・内容の行事

を通じて、航空思想の普及等に努

めたことは評価できる。 

・航空大学校が積極的に操縦訓練

へ理解、将来を担う航空従事者へ

の確保に向けて、「航空教室」「

市民航空講座」などの活動を継続

していることは評価できる。 
 

 

（５）企画調整機能の拡充 

一層の効率化の推進、業務の

質の向上、教育訓練における

安全の確保及び航空安全行政

に係る調査研究機能の充実等

を図るため、事業・安全確保

・調査研究に関する企画調整

機能及びそのための体制の強

化を図る。 

（５）企画調整機能の拡充 

  継続的に予算執行管理会議を

開催し、事業運営に係る企画

調整機能の充実を図る。 

 

 

 

（Ａ） 
 

 

事業運営の一層の効率化及び業務

の質の向上等を図るため、毎月予算

執行管理会議を開催し、事業運営及

び予算の管理の強化に努めている。

 

 監事による監査が各校において実

施されるなど内部統制が図られてい

る。 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

 

３．予算、収支計画及び資金計画 

  ・予 算 

  ・収支計画 

  ・資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算、収支計画及び資金計画

  ・予 算 

  ・収支計画 

  ・資金計画 

 

 

 

 

（Ａ） 
 

 

中期計画に基づき適正に執行され

ている。収入については、年度計画

額を達成しており、また、支出にお

いても効率的な使用に努め、監事に

よる業務監査、会計監査も適切に実

施され執行されている。 

 

平成１９年度の随意契約の見直し計

画に基づき、規程類を国と同額の基準に

設定し、契約方式については競争性のな

い随意契約から一般競争入札等に移行

し随意契約の引き下げが図られている。

 平成19年度 23件(110,230千円)

平成20年度 15件(75,895千円) 

平成 21 年度 6 件(20,087 千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

４．短期借入金の限度額 

   限度額500百万円とする。 

  

 

 

 

  

 

 

４．短期借入金の限度額 

   限度額 500百万円 

 

 

－ 

 
 

 

 

 平成２１年度該当なし 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

 

５，重要な財産の処分計画 

 

 

 平成２１年度は計画なし 

 

－ 

 

 

 平成２１年度該当なし 

 

 

 

６．剰余金の使途 

 ①入学希望者数の増加策に要す

る費用 

②養成の向上に資する調査・研 

究及び航空技術安全行政に資 

するための調査・研究の実施 

③効果的な養成を行うための教

育機材の購入 

④運航管理業務の充実を図るた

めの業務支援機器の購入 

 

 

平成２１年度は計画なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 平成２１年度該当なし 

 

 

 

７．その他主務省令で定める業務運営

に関する事項 

 

 

５．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

 

   

 

（１）施設・設備に関する計画 

    大学校の目的の確実な達成の

ため、必要となる施設及び設

備に関する整備計画を策定す

ること。 

 

 

（１）施設・設備に関する計画 

・宮崎本校： 
庁舎本館・別館・運航管理局舎ｻｯｼ等改修工事

校舎耐震補強工事実施設計 

・仙台分校 
 庁舎等耐震工事 

 

（Ａ） 
 

 

以下の施設改修工事等を実施し、

教育環境の充実、安全性の向上を図

っている。 

・宮崎本校： 
本館・別館・運航管理局舎ｻｯｼ等改修工事

 校舎耐震工事実施設計 

・仙台分校： 
庁舎等耐震工事 
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項      目 評 定 

結 果 
評 定 理 由 意  見 

中期計画 平成２１年度計画 

（２）人事に関する計画 

 

① 方針 

適切かつ計画的な人員配置に努

める。 

 

 

（２）人事に関する計画 

 

① 方針 

業務運営の効率化・適正化、民間

委託の推進等により、適切かつ計

画的な人員配置に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ） 
 

中期計画期間中に、常勤職員の約

１０％程度を削減するため、教育支

援業務（運用業務、整備業務）及び

管理業務の更なる効率化により、平

成２1年度計画どおり常勤職員２名

を削減し、計画的かつ着実に実施し

ていると認められる。 

 

給与水準についての詳細は実績

報告書に記載している通りである。

対国家公務員（行政職(一）)106.3

給与規程は、国家公務員の給与に

関する法律と同一の内容となって

いる。引き続き、国家公務員の給与

構造改革を踏まえた給与体系の見

直しを行うことで、適正な給与水準

の維持に努めている。 
 

※国の組織との人事交流において、都市部

の官署に在籍していた者に対する地域手

当や単身赴任手当の支給が一時的にラス

パイレス指数を押し上げている。また、事

務・技術職の調査対象人数が少ないことか

ら、人事異動に伴う属人的な事情の変化等

により、ラスパイレス指数を大きく左右す

る要因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

② 人件費削減の取り組み 

イ 今後５年間において、人員に

ついて１０％程度を削減する。 

 

ロ 役職員の給与について必要

な見直しを進める。 

 

 

② 人件費削減の取り組み 

イ 平成２１年度においては

２名削減する。 

 

ロ 役職員の給与について必要

な見直しを進める。 

 

 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 

ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 

Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 

Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 

Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 

Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



 

 

平成２１年度業務実績評価調書：航空大学校 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 
評定の分布状況（項目数合計：24 項目）             （24 項目） 

ＳＳ  ０項目  
Ｓ  ７項目  
Ａ １７項目  
Ｂ  ０項目  
Ｃ  ０項目  

 
総 合 評 価 

 

（法人の業務の実績） 

・航空大学校の設立目的に沿って着実に業務を遂行しており、業務方法の改善、工夫などにも積極的に取

り組んでいることは評価できる。 
・人員削減及び経費の縮減計画を着実にこなし、業務運営の効率化に努めていることは評価できる。 
・単発事業用課程における技量の見極めについて、教育規程の改定による訓練の効率化、併せて質の向上

が図られていること、応募基準の改定、合格基準の緩和等についても、創意・工夫の努力がなされてい

ることは評価できる。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

・今後の新たな技能証明（ＭＰＬ）の資格設置など、パイロット養成のあり方も変革の時期にあり、長期

的な検討が必要である。 

・受験者の身体検査基準（視機能）や身長の要件を緩和したことにより、受験生の更なる確保が図られた

ことは評価できる。これらの身体的要件の変更と安全との検証、および更なる緩和の可否について引き

続き検討を期待する。 

・組織運営の効率化に努めるとともに、一層の効果的な教育、効果的な組織運営を目指して欲しい。 

・最大の課題は「航空機運航における安全維持」である。訓練機の事故発生に対しては迅速な対応により、

学生訓練への影響を最小限に抑えたものの、胴体着陸という事故の発生を重く受け止め、今後のより一

層の安全対策に向けた契機となることを切望する。 
・航空大学校における操縦の基礎教育は、民間の乗員養成機関とは違い経済的な要素に左右されず、どこ

まで基本的な手順の追及を行うことができるか否かであり、最近はコストにかなり視点が行き過ぎて、

航空大学校本来の操縦士養成が出来にくくなっていると思われる。例えば、単発事業用課程における修

了要件の見直しについては、航空大学校の操縦訓練という視点から十分吟味して欲しい。 

（その他） 

・世界の航空需要は増加を続けており、パイロットの需要も増加する。航空大学校は縮小均衡の中期プラ

ンだけでなく、将来を見据えた長期プランにも取り組んで欲しい。 

・私立大学のパイロット養成はまだ緒についたばかりであり、航空大学校の操縦士養成業務の意義は引き

続き重要である。 

・ＳＭＳの導入・構築が的確になされることを期待する。 

・航空大学校以外の養成ソースは、大手二社の自社養成が過半数を占めている中で、企業の養成に頼る乗

員養成には安定性に欠ける面がある。日本の航空事業の将来を見据え、安定的な乗員養成が必要である。

私立大学の操縦士養成は、学費や学生数の面において限界があり、航空大学校の乗員養成の意義が発揮

される。 

総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

 

（Ａ） 

 

（評定理由） 

人員削減や予算縮減などの業務運営の効率化を図り、調査研究の

結果をシラバス及び募集要項に反映させるなど、業務の質の向上に

関する積極的な取り組みが行われ、中期目標の達成に向けて法人の

目的に沿って着実な業務運営が実施されていると認められる。 



において、「航空会社の受
、国費の節減を図る」という
を踏まえ、受益者負担の在

節減を図ることとしてい

めには、大規模な施設、高
にわたる訓練等が必要であ
、民間企業等で継続的に行
学校が行っている操縦士
合、自己収入のみにより全

とから、結果的に学生に多
ととなるため、我が国の景
するなど安定的な経営を行
定的な操縦士養成ができ

の実績

（A）

縦士養成事業を行ってい

評価調書　別紙

総務省政独委「平成20年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について」等への対応
及びその評価

独法名　航空大学校 評定理由 評定 意見

○政府方針等
①これまでに実施された事
１年１１月及び２２年４月）
係る事項が対象となってい
は、事業仕分けの評価結
対応
②業務・事業は、民間の主
た場合には必ずしも実施
れがあるもの等に限定され
③研究開発関係の事業を
他の独立行政法人等で類
行っている事業について、
事業主体の一元化や効率
図られているか。

①平成22年4月の事業
益者負担を高めていく
評価結果が出され、こ
り方について検討を行
る。

業仕分け（２
で当該法人に
る場合に

果を踏まえた

体にゆだね

仕分け
方向で
の結果
い、国費

するた
、長期
るため

伴う。大
ねた場

あるこ
めるこ
が左右
には安

。

航空機操
ない。

②高質な操縦士を養成
い技術力、優秀な教官
り、膨大なコストがかか
うことは大きなリスクを
養成を民間の主体に委
ての支出を賄う必要が
額の授業料の負担を求
気の動向により学生数
うことができず、最終的
なくなるおそれがある

されないおそ
ているか。

はじめとする
似の取組を
重複排除、
的な連携が

③航空大学校以外に
る他の独立行政法人は

○財務状況
①法人又は特定の勘定で
在に100億円以上の利益
している場合、その規模の
該利益剰余金が事務・事
比し過大なものとなってい
②事業の受益者の負担、
付・協賛等の自己収入の
取組

①該当なし。
、年度末現

剰余金を計上
適切性（当

業の内容等に
ないか）

の授業料
が、平

26年度
とする

②平成21年度入学生
年間589,380円であった
的に引き上げて、平成
度となる年間804,000円
拡大が図られている。

民間からの寄
拡大に向けた

は国立大学と同レベルの
成22年度入学生から段階
には国立法科大学院と同程
こととしており、自己収入の

（A） ・自己収入の拡大として直接の受益者の負担増が図られている。直接
の受益者だけではなく「国民全体」が受益者との考え方もある。

1



成事業を行っており、その
は、法人の任務・設置目的
手段としての有用性・有効

育・訓練等に適切に利活

かれているが、操縦訓練で
域における訓練等を実施

ついては、限られエリアのみ
れのフライト課程で、使用

ことに鑑み、容量に余裕が
が比較的多く設定されて

、周辺の空港も利用しつつ
れており、その立地の必要

産は、独立行政法人に移
けており、資産規模も適正
。

から誘導路用地を借受けて
し訓練機が滑走路へ進入

訓練を行う上で必要不可
認められる。また、土地の

ストとなっていストとなってい

ている資産に遊休資産はな
切な資産規模であり、 全て
有効活用されている。

④

2

（A）

○保有資産全般の見直し
（実物資産）
①保有する建物、構築物
いて、
ⅰ）法人の任務・設置目的
任務を遂行する手段として
有効性等、
ⅱ）事務・事業の目的及び
た資産規模の適切性
ⅲ）現在の場所に立地す
要性等
ⅳ）資産の利用度等
ⅴ）経済合理性
といった観点に沿った保有
ついての検証（財源調達の
なコストを勘案し、それに
得られるかどうかを慎重に
②賃貸により使用する建物
土地等について、
ⅰ）法人の任務・設置目的
任務を遂行する手段として
有効性等、
ⅱ）事務・事業の目的及び
た資産規模の適切性た資産規模の適切性
ⅲ）現在の場所に立地す
要性等
ⅳ）資産の利用度等
ⅴ）経済合理性
といった観点に沿った賃借
ついての検証（財源調達の
なコストを勘案し、それに
得られるかどうかを慎重に
③上記の検証結果及び財
ける減損又はその兆候、「
の状況等を踏まえ、
ⅰ）本来業務に支障のない
効活用可能性の多寡、
ⅱ）政策的必要性や効果
最小限の保有・賃借となっ
ⅲ）効果的な処分
といった観点に沿った処分
び検討結果を踏まえた取

①航空大学校は、操縦
保有する土地・建物等
との整合性、任務を遂
性等に合致しており、
用されている。
また、航空大学校は３
は、空港における訓練
する必要があり、訓練
が設定されているため
する機材や訓練内容が
あって、かつ、周辺に
いる地方空港に拠点を
効果的・効率的な訓練
性が認められる。
保有している土地・建
行時に国からの現物出
で、経済合理性も満た

、土地等につ

との整合性、
の有用性・

内容に照らし

る業務上の必

の必要性に
際の実質的

見合う便益が
検証）
、構築物、

士の養
の資産
行する

日々の教

校に分
、訓練空
空域に
、それぞ
異なる

訓練空域
分散し
が行わ

物等の資
資を受

している

帯広市
訓練に際
ており、

必要性が

保有し
に対し適
・訓練に

②帯広分校において、
いるが、当該用地は、
するために日々使用し
欠なものであり、その
借料は帯広市の貸付基準による適切なコ

との整合性、
の有用性・

内容に照らし
借料は帯広市の貸付基準による適切なコ
る。る業務上の必

の必要性に
際の実質的

見合う便益が

③現在、航空大学校の
く、施設は、養成人員
の資産が日々の教育

検証）
務諸表にお
遊休資産」等

範囲での有

に応じた必要
ているか、

等の検討及
組



研修施設等は設置してな

物出資された資産の売却
後、国庫へ納付することと

（A）
性、

④特に、東京事務所、海外
修施設等について、引き続
ける必要があるか、効率化
ができないか等（廃止、統
を超えた共用化等ができ

④東京事務所、海外事
い。

事務所、研
き設置し続
を図ること

合、組織の枠
ないか）

務所、

（金融資産）
①個別法に基づく事業に
る資産（以下「事業用資産
ついて、任務を遂行する手
有用性・有効性、事務・事
び内容等に照らした資産
の観点からの見直し（財源
実質的なコストを勘案し、
便益が得られるかどうかを
証）及び見直し結果を踏ま
②事業用資産以外も含め
金・預金、有価証券等の資
て、負債や年度を通じた資
況等を考慮した上での、保
性、保有目的に照らした規模の適切性保有目的に照らした規模の適切性
の観点からの見直し（財源
実質的なコストを勘案し、
便益が得られるかどうかを
証）及び見直し結果を踏ま
③融資等業務以外の債権
金について、当該貸付の
④積立金の規模

①該当なし。
おいて運用す
」という。）に
段としての

業の目的及
規模の適切性

調達の際の
から現
おり、今

②航空大学校では、国
代金を預金で管理して
している。

それに見合う
慎重に検
えた取組
、保有する現
産につい
金繰りの状
有の必要

③該当なし。

調達の際の
それに見合う
慎重に検
えた取組
のうち貸付

④該当なし。必要性の検討

（知的財産等）
実施許諾等に至っていな
ついて、その原因・理由、
能性、維持経費等を踏ま
要性の観点からの見直し
果を踏まえた取組

い知的財産に
実施許諾の可
えた保有の必
及び見直し結

該当なし。

－
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成事業を行っており、その
資するため自ら使用する

等に適切に利活用されて

点検など施設維持管理業
に行われている。また、保

部貸付についても適切に

から誘導路用地を借受けて
し訓練機が滑走路へ進入

訓練を行う上で必要不可
借料は帯広市の貸付基準
る。

い。

設・ホール・会議所（借上物

（A）

）はない。

以上）な設備・機器、車両・

－

○資産の運用・管理
（実物資産）
①保有する建物、構築物
いて、
ⅰ）活用状況等の把握
ⅱ）活用が低調な場合は
明確化及びその妥当性の
ⅲ）維持管理経費、施設利
把握
ⅳ）アウトソーシング等に
の効率化及び利用拡大等
収入の向上に係る取組
②賃貸により使用する建物
土地等について、
ⅰ）活用状況等の把握
ⅱ）活用が低調な場合は
明確化及びその妥当性の
ⅲ）維持管理経費、施設利
把握
ⅳ）アウトソーシング等に
の効率化及び利用拡大等
収入の向上に係る取組
③宿舎（借上物件を含む）
居率が低い 空き部屋数が多い居率が低い、空き部屋数が多い
独法の役職員以外の者の
が多いものはないか。
④宿泊施設及び教育・研
ル・会議所（借上物件を含
が低いものはないか。
⑤展示施設（借上物件を含
者数と経費は適切か。
⑥高額（取得価格５０００万
設備・機器、車両・船舶の
費は適切か。

①航空大学校は、操縦
保有資産は操縦士養
ものであり、日々の教
いる。
冷暖房設備等点検や
務も一般競争契約によ
守事業者等への保有
貸付料が徴収されてい

、土地等につ

、その原因の
検証
用収入等の

士の養
成業務に
育・訓練

消防設備
り適切

資産の一
る。

帯広市
訓練に際
ており、

、土地の
ってい

む）はな

・研修施

を含む

００万円

②帯広分校において、
いるが、当該用地は、
するために日々使用し
欠なものである。また
による適切なコストとな

よる管理業務
による自己

、構築物、

、その原因の
検証
用収入等の

③宿舎（借上物件を含

よる管理業務
による自己

④宿泊施設及び教育
件を含む）はない。

について入
当該 件を含む）はない。、当該

入居部屋数

⑤展示施設（借上物件修施設・ホー
む）で稼働率

む）の利用
⑥高額（取得価格５０
船舶はない。円以上）な

稼働状況と経

（金融資産）
①個別法に基づく事業に
る資金について、運用方針
及び運用体制の確立
②融資等業務による債権
表計上額が100億円以上
て、貸付・回収の実績のほ
審査及び回収率の向上に

①該当なし。
おいて運用す

等の明確化

で貸借対照
②該当なし。のものについ

か、貸付の
向けた取組
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国土交通省の基準に準じ
」については、航空大学校
彰の際に副賞が添えられて
を廃止した。

られているが、支給実績は
いる。

の職員の給与に関する法
。
踏まえて役職員の給与に

ており、また、平成21年度
映も行われているため、

となっていると考えられる。

（知的財産等）
特許権等の知的財産につ
活用の実績及びそれに向
組
ⅰ）出願に関する方針の策
ⅱ）出願の是非を審査する
ⅲ）知的財産の活用に関
定・組織的な活動
ⅳ）知的財産の活用目標
ⅴ）知的財産の活用・管理
織体制の整備 等

いて、出願・
けた次の取

定
体制の整備

する方針の策

の設定
のための組

該当なし。

－

○人件費管理
①諸手当及び法定外福利
の昨年度政独委からの指
対応（建研、奄美基金を除
②「独立行政法人の法定
の見直しについて」（平成
総務省行政管理局長通知
法人の互助組織への支出
食事補助の支出の廃止、
人で支出されていないもの
出の原則廃止）が守られて
③保険料の法人負担割合が２１年度末③保険料の法人負担割合が２１年度末
時点で５０％を超えていな
④出張の際の支度料が２
で存在していないか。
⑤法人の給与水準自体が
解の得られるものとなって
⑥国家公務員と比べて給
い場合、その理由及び講
人の設定する目標水準を
ての法人の説明が、国民
の得られるものとなってい
⑦国の財政支出割合の大
び累積欠損のある法人に
財政支出規模や累積欠損
まえた給与水準の適切性
の検証状況
⑧総人件費改革について
況と平成１８年度からの５
上の削減を確実に達成す
（併せて、給与水準又はラ
数が上昇している場合に

①「永年勤続表彰」に
ている。また、「飛行時
独自の表彰制度である
いたが、平成22年度か

費について
摘事項への
く）

外福利厚生費
22年５月６日
）の内容（ⅰ）
の廃止、ⅱ）

ⅲ）国や他法

ついては
間表彰
が、表
ら副賞

いる。

いて定め
られて

一般職
っている
造改革を
行われ

程への反
るもの

②原則廃止が守られてと同様の支
いるか。

③超えていない。
いか。
１年度末時点

④旅費支給規程にお
なく、国と同じ運用が図社会的な理

⑤給与規程は、国の「
律」と同一の内容とな
国家公務員の給与構
ついて必要な見直しが
人事院勧告の給与規
社会的な理解が得られ

いるか。
与水準が高
ずる措置（法
含む）につい
に対して納得
るか。
きい法人及
ついて、国の
の状況を踏
に関する法人

の取組の状
年間で５％以
るための展望
スパイレス指

は、その理由）

5



の職員の給与に関する法
。
人事交流が行われており、
者を受け入れる場合には、
当や単身赴任手当等が支
ス指数を一時的に押し上げ
析及び検証の結果はホー
の理解が得られるものに

の職員の給与に関する法
。
踏まえて役職員の給与に

ており、また、平成21年度
映も行われている。
政支出により賄われてい
引による累積欠損が生じて

を得ないものであり、この累
るため、当大学校の給与
響はない。この分析及び検
表されている。

（A）

を踏まえて役職員の給与
れている。
ては、中期計画のおける
勤役職員の１０％程度（１
ており、業務の効率化等に
常勤職員２名の削減が行

実施されてきており、平成２
る見込みである。
事交流が行われており、人
勤務していた者を受け入
対する地域手当や単身赴

ラスパイラス指数を一時的
。

⑥給与規程は、国の「
律」と同一の内容とな
人材の必要から国の組
都市部の官署に勤務
これらの職員に対する
給される。これらがラ
る要因となっているが
ムページで公表してお
なっていると考えられ

一般職
っている

織との
していた
地域手

スパイラ
、この分
り、国民

る。

一般職
っている
造改革を
行われ

程への反
からの財
リース取
上やむ

解消され
与える影

ジで公

構造改革
が行わ
につい
より、常

指標とし
おいては

削減が
成され

織との人
官署に

の職員に
ため、

っている

⑦給与規程は、国の「
律」と同一の内容とな
国家公務員の給与構
ついて必要な見直しが
人事院勧告の給与規
支出予算の大半が国
る。また、ファイナンス
いるものの、会計処理
積欠損額は近年中に
水準が累積欠損額に
証の結果はホームペー

⑧国家公務員の給与
について必要な見直し
人件費削減の取り組み
「人事に関する計画」に
２名）を削減することを
努め、平成２１年度に
われている。
これまで計画的に人員
２年度末には計画が達
航空大学校は国の組
材の必要から都市部の
れる場合には、これら
任手当等が支給される
に押し上げる要因とな
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る場合の要領・マニュアル
て指摘を受け、総合評価
ュアル等の規程を整備し、

状況は、1件について21年
タの分析・解析を行う必要
一般競争入札に移行できな
般競争契約に移行が行わ
は性質上やむを得ないもの

落随契を除き４０％（４３件
上を図るための改善方策を
９件中２５件）より減少が図

れる役員会、航大会議に係
員会、航大会議等で理事

ーダーシップを発揮できる

（A）

全役職員への周知徹底を
中心となって安全スローガ
ど、規程を定めて役職員に
れている。また、テレビ会議
迅速な周知が可能な体制

き重要なものについて、役
応する体制が整備されてい
や業務実績評価等を踏ま
、組織として適切な管理・

監視委員会等の状況は実
れ、内部統制の現状が適
部統制の充実・強化に関す
常業務で気付いた事項は、
、現状把握と対応計画が
整備されている。

（A）

○契約
①契約についての昨年度
指摘事項への対応
②随意契約見直し計画に
のない随意契約の削減目
達成状況
③随意契約による契約に
割合（金額）が５０％以上の
か。
④１者応札の割合（件数）
又は前年度より増加となっ

①総合評価落札方式
が整備されていないこ
落札方式の実施のた
適切に実施されている

政独委からの

おける競争性
標（件数）の

を実施す
とについ

めのマニ
。

の達成
たデー

1年度に
には一
意契約
られる。

数）は不
性の向
１％（４

②随意契約見直し計画
度までの実績を踏まえ
があるとの判断から2
かったが、平成22年度
れ計画が達成され、随
に限られていると認め

おいて再委託
案件がない

が５０％以上
ていないか。

③該当なし。

④１者応札の割合（件
中１７件）であり、競争
進め、平成20年度の５
られている。

○法人の長のマネジメン
①法人の長がリーダーシ
きる環境は整備されている
②法人のミッションを役職
体的に周知徹底しているか体的に周知徹底しているか
③法人のミッション達成を
（リスク）のうち、組織全体
むべき重要なものについて
応しているか。また、それ
ための仕組みを適切に構
か。
④法人の長は、内部統制
に把握しているか。また、
充実・強化に関する課題が
は、当該課題に対応する
適切に作成されているか

①理事長の招集により
る規程を定めており、
長が総括を行うなど、
環境が整備されている

ト
ップを発揮で

か。
員に対し、具

。

開催さ
定例の役
適宜、リ
。

通じて
員会が
するな
が図ら

分校とも

組むべ
握し対

よる報告
せるなど

、契約
に報告さ
また、内
の他日

において
体制が

②役員会、航大会議を
図っている他、安全委
ンを所定の場所に掲示
対し具体的に周知徹底
システムを活用し、各
を構築している。

阻害する課題
として取り組
把握し、対

を可能とする
築している

の現状を適切
③組織全体として取り
員会において適宜、把
る。また、監事監査に
え、年度計画に反映さ
運営が図られている。

内部統制の
ある場合に

ための計画が
。

④安全監査、監事監査
施後速やかに理事長
切に把握されている。
る課題がある場合やそ
役員会や航大会議等
適切に作成される組織
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期計画及び年度計画が策
国民に対して提供するサー
向けた指標が定められてい

法人の内部評価及び評価
れを踏まえ、次年度の業務
。

意し監事監査が実施さ
、職員一丸となっての業務
正化など、決定事項が実

速やかに理事長に報告さ

状況を審査するため、監事
約監視委員会が設置され、

の適正化への取り組みの
要がホームページで公表さ

（A）

（A）

－

○法人の長のマネジメン
的な取組
①マネジメントの単位ごと
プランを設定しているか（
定を含む）。
②アクションプランの実施
ス及び結果について、適切
グを行い、その結果を次の
ランや予算等に反映させて

①中期目標の達成に
定され、業務運営の効
ビスの向上等、成果の
る。

トに係る推奨

のアクション
評価指標の設

向けて中
率化と
実現に

ついて、
われ、こ

ている

②年度の業務実績に
委員会の評価等が行
に適切に反映が図られ

に係るプロセ
にモニタリン
アクションプ
いるか。

○その他内部統制
① 監事監査において法人
ジメントについて留意され
②監事監査において把握
については、必要に応じ、
係役員に対し報告されてい
③各法人における事業の
自己評価について、法人
結させず対外的な透明性
いるか、事業の実効性が
なっているか。

①法人の長のマネジメ
れ、積極的な安全対策
運営の効率化や契約
行されている。。

の長のマネ
ているか。
した改善点等
法人の長、関

ントに留
の実行

事務の適

は実施後

る執行
よる契

等の契約
会の概

②監事監査等の状況
れている。

るか。
内部審査や
内部限りで完
が確保されて

③契約事務手続きに係
及び外部委員（３名）に
随意契約や一者応札
強化が図られ、当委員
れている

上がるものと

れている。

○関連法人
①委託先における財務内
上での業務委託の必要性
の妥当性等
②出資目的の達成度、出
状況を踏まえた上での出
必要性
③関係法人に利益剰余金
の国庫等への返納の必要
④競争性を高めたコスト縮
開の徹底等が行われてい

①該当法人なし。
容を踏まえた
、契約金額

②該当法人なし。

資先の経営
資を継続する

がある場合
性

③該当法人なし。

減、情報公
るか。

④該当法人なし。
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計画は、平成18年度、平成
て「順調」との総合的な評

画に基づき業務の効率化・
減などのマネジメントは計

スの工夫や教育課程の改
なども図られ、順調に業務
評価された。平成21年度に
けて着実な実施状況にある

については理解を得られ
けて、受益者負担の在り

いるところである。

（A）

実として平成21年度安全
委員会を中心に毎月安全
職員等の安全意識向上の

縦教官各人に対し、定期
の向上及び標準化に努め

いる「飛行時間表彰」（教育
であって、勤務成績優秀で

られる者を表彰する）を行う
的な取り組みを促してい
全業務に対して功績のあっ
揚に努めている。

（Ａ）

○中期目標期間終了時の
①中期目標において、目
り組むこととされている事
組時期等が明記されてい
いて、目標達成に向けた各
る具体的な取組状況
②業務実績の評価にとど
の必要性や新たな業務運
察

①中期目標期間にお
19年度及び平成20年
定であり、「中期計画・
組織運営の見直しや経
画どおり推移しており
正などによる教育内容
運営が推移している。
ついても中期目標の達
と認められる。

見直し
標期間中に取
項のうち、取
ないものにつ

年度におけ

まらず、業務
営体制の考

ける年度
度につい
年度計
費の縮

、シラバ
の工夫

」と総合
成に向

の必要性
結果を受
われて

②航空大学校の事業
ており、事業仕分けの
方について、検討が行

○業務改善のための役職
アティブ等
①法人業務に対する国民
握して、業務改善を図る取
プローチ
② 法人における職員の積
を促すための取組（例えば
勢やミッションを職員に徹
能力開発のための取組等
ローチ

①ホームページによる
議における他の操縦士
民や他機関のニーズを
会議等で対応策の検
えた業務改善を図って
を提供するため、航空
受験生から身体検査合
ることにより三次試験
幅に拡大し、また、平成
直し（163cm以上から1
る増加のための積極的な施策の実施が図られて

員のイニシ

のニーズを把
組を促すア

極的な貢献
、法人の姿

底する取組や
）を促すアプ

る増加のための積極的な施策の実施が図られている。

意見募
養成機
把握す

討等を継
いる。特
会社との
格基準

（操縦適
22年度

58cm以

等の充
の安全

生及び教
いる。
として操
育技能

められて
間以上

と認め
の積極

より、安
識の高

集や民間養成機関連絡会
関との意見交換により、国
るとともに、役員会や航大
続的に行い、ニーズを踏ま
に、より多くの国民に機会
調整を図り、平成21年度
（視機能）の一部を緩和す

性試験等）の受験者数を大
受験生から身長基準の見

上へ）など、受験生の更な
いる。

・より多くの受験が可能となるように検討が行われ、身体検査合格基準
の一部緩和、身長基準の見直しにより受験者数の拡大、優秀な学生確
保につなげた。
・あらゆる角度からの検討が先入観無く実施され、受験生の増加のため
の改善がなされており、その結果、学生の質が向上につながっている。

②航空安全に係る教育
業務計画に基づき各校
スローガンを掲げ、学
ための活動を推進して
また、教育の質の向上
技能審査を実施して教
ている。
職員等表彰規程に定
訓練飛行時間が１万時
あり、他の職員の模範
ことで教育訓練業務へ
る。さらに安全褒賞に
た者を顕彰し、安全意

○個別法人
政独委からの平成２０年度
価における指摘事項にお
があった事項（４法人６事
状況（当該法人のみ）

業務実績評
いて個別意見
項）への対応

該当なし。

－
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